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東日本大震災から 3年半が経過し、被災地（本論では主として津波被災を対
象とする）では、住民による被災時の避難行動や避難所運営などの経験を地域
住民が主体となって記録集としてまとめ、次世代に伝えようとする活動が活発
化している。一方、被災自治体による調査や研究者による被災地調査・研究の
結果なども公表され、比較検討・分析できる程度の情報が蓄積されつつある。
これらの記録集や調査・研究結果の分析を通じて明らかになってきているの
が、住民の防災訓練への参加率が高く、津波被害に対する住民の備えができて
いた地域では津波による犠牲者が少なかったという点である。また、そうした
地域では、行政に依存せずに自治的に地域防災を進める丁寧な防災活動が日頃
から行われ、住民の防災学習・防災教育が進められていたことが明らかになり
つつある。
本論では、この間の被災地住民や被災自治体による記録集や調査報告、研究
者による調査にもとづき、地域住民による防災学習・防災訓練の重要性を確認
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するとともに、社会教育における防災教育の展開の必要性を示す。
その際、防災学習・教育の重要性を示す典型的な事例として、岩手県大船渡
市赤崎地区公民館の実践に注目する。筆者は震災直後から避難所となっていた
同公民館の支援活動に参加しながら情報収集を行ってきた。 2013年 12月に同
公民館を中心とした防災活動の実態、各地域公民館の対応や個人の体験談を掲
載した、赤崎地区自主防災序回裁連合会編『一赤崎地区一3.11の記憶～東日本大
震災から学ぶ～』がまとめられたため、この記録集の分析を中心に、震災前の
公民館を中心とした防災訓練のあり方に関する、吉田忠雄氏（被災当時の館長）
へのインタビュー資料なども用いながら、同地区における防災学習・防災教育
の詳細を検討する。
1. 被災住民・地域による記録集作成
住民の被災状況や避難行動、避難所運営などの経験を被災住民が主体となっ
て記録集としてまとめるという作業は、被災後半年くらし、から取り組みが始ま
り、震災後 l年経過した2012年春から発行が始まる。そして、その後、 一つの
記録集が他地域での記録集の発行を促すように記録集発行の輪が拡大してきて
し、る。
以下の記録誌は、岩手県および宮城県北部の被災地で、公民館などの編者・
発行者の協力を得て集められたものである。いずれも貴重な記録で、資料的価
値が高いことから、その内容を紹介する。
A.大船渡ユネスコ協会図書発行編集委員会『津波はいつかまた来る～その日の
ために～』大船渡ユネスコ協会、 2012年2月 10日。
会員の 40パーセントが被災した大船渡市ユネスコ協会が、再び津波被害に
遭わないようにと、 小 ・中学生向けに編集・発行した記録誌である。小中学校
で津波防災学習教材としても活用されることを念頭において編集されているが、
内容は、大船渡市民や子どもたちの被災や被災者の思い、津波防災教育の実際
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について、成人が読んでも多くを学ぶことができる内容になっている。とりわ
け、大船渡市立越喜来（おきらい）小学校の事例を具体的に紹介しているが、
越喜来湾口の海岸沿いにあって3階建て校舎と体育館がすべて津波にのまれて
全壊したにもかかわらず、全員無事に避難して犠牲者を一人も出さなかった学
校防災の取り組みの詳細は、防災学習・教育にかかわる人には一読を薦めたい
貴重な記録となっている。越喜来小学校が避難移転している甫嶺〈ほれい）小
学校において、同じく避難してきた崎浜小学校の3校と一緒に被災直後の6月
30日までに新たに作成した「地震・津波への対応マニュアノレ」も掲載されてお
り、子どもの命を守る責任を自覚する教職員の気迫を感じる内容となっている。
B. 「南三陸町からの手紙」制作委員会『南三陸町からの手紙東日本大震災、
それぞれのあの日』 2012年3月。
宮城県南三陸町で活躍する復興支援 NPOの呼びかけに応じて、同町の 48名
の被災者が綴った被災体験記である。被災から l年未満としづ、生活再建の途
上にあり、親族や友人を失った喪失感も癒えない状況のなかで綴られた文章は、
生々しい体験とともに生者としての死者への鎮魂、後悔、教訓、感謝などを表
現しており、読者はその迫力に圧倒される。
地域でまとめられた記録誌と異なり、 死に向き合う記述が多いのが特徴であ
る。 6名が匿名で投稿しており、葬祭業に従事する人の記述には、数では表せ
ない、亡くなった方々とその家族が死に直面する姿がある。また、地域の記録
誌では見られない、鋭い指摘や批判もある。同僚を失った町職員は「本庁他職
場で被災し犠牲となった職員を救うことはできなかったのでしょうか。想定外
の津波と言われますが、自然災害を想定することはできるのでしょうか。避難
訓練等の成果は活用できたのでしょうか。職場での避難訓練は十分だ、ったので
しょうか。一つ一つ検証しなければなりません」と述べている。
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C. 「松岩公民館避難所物語」編集委員会編『陽はまた昇る ：松岩公民館避難所
物語』： 2011.3. 11東日本大震災記録誌』気仙沼市立松岩公民館経営委員会、
2012年3月。
松岩地区は、宮城県内でも被害の大きかった自治体の一つである気仙沼市の
沿岸部に位置し、津波被害が大きく、 118名の死亡 ・行方不明者を出した。本
誌は、同地区で被災した住民638名の避難所となった松岩公民館の避難所運営
の記録である。本誌の特徴は、他に類を見ない、極めて詳細な記録をまとめた
点にある。避難者の実態把握のための調査票や入所者カードがどのように作成
されたか。入所カードはその寸法まで記されている。他の避難所との連携、食
料品の管理、外国人の避難、 トイレ対策、炊き出し支援のメニューなど、次の
災害に向けての貴重な記録となっている。もう一つの特徴は、避難所の運営組
織の各担当者や避難所宿直者、調理ボランティアなどが実名入りで記録されて
いることである。記録を地域のために残すということを目的として編集された
記録誌であることから当然のことかもしれないが、避難所でともに生活した
人々にとって、生きた証を残す記録誌となっている。松岩公民館避難所の組織
的運営は当初から注目され、 全国的に注目されてきているが、それらをさらに
まとめたものとして資料的価値も極めて高いものとなっている。
D.吉浜地区公民館編『平成23年 3月 11日 平成三陸大津波（東日本大震災）
その時私は・・大船渡市三陸町吉浜の人々の記録』吉浜公民館、 2012年 4
月20日。
大船渡市吉浜地区は、明治・昭和の津波被害を教訓に、地区をあげての高台
移転を完了していたため、 17メートノレの津波に襲われたものの、地域内での犠
牲者は行方不明者l名にとどまった。このため、「奇跡の集落jと海外メディア
に報道されたが、越喜来地区にあった特別養護老人ホーム「さんりくの園」の
デイサービスに出かけていて被災して亡くなった高齢者は 11名に上り、漁船の
流失、ワカメ・ホタテの養殖施設の全滅、防潮堤・防風林の倒壊、家屋の流失・
社会教育における防災教官の展開 31 
浸水など甚大な被害を受けた。これら津波被害を記録として後世に残すととも
に、地域復興 ・地域づくりへの住民の意識を高めようと、吉浜地区公民館が中
心となって編集したものである。吉浜地区を津波が襲う瞬間をとらえた貴重な
写真、地元住民による復旧 ・復興の様子をとらえた写真に加えて、地域住民か
ら寄せられた原稿と学校長など、の寄稿から成るが、郷土史家による高台移転の
歴史の紹介、災害時の活動記録などもあり、地域として貴重な記録集となって
いる。
E.宮古市中央公民館編『あなたにつなぐメッセージ： 3.11大津波体験語り継
ぎ、エピソード集』（第1期 2012年5月、第2期2013年3月）。
宮古市内各地区から集められた、第 l期 59名、第 2期 52名（団体を含む）
の被災体験とメッセージが掲載されている。逃げ遅れて津波にのまれ、生死を
千方復う壮絶な体験を語り継ぐ人も多い。東洋一の防波堤があることで、逆に犠
牲者が多かったと言われる田老町の被災者の証言もある。これらの証言のなか
で多くの人が避難訓練の重要性を指摘している。避難所に「日常の避難訓練に
参加している人達の顔が多く見えた。その半面、命を落とした方々には失礼に
なるかもしれないが、途中で立ち話をしていたり、『チリ地震の時、自分の家に
は来なかった』と家に居たり、誘っても『ここまでは来なし、』と、人の言うこ
とを受け入れない人の姿はなかった」（2期 57頁）としづ証言もある。また、
災害に備えてリュックを枕元に置いていた人、中身についても直前の地震の際
にチェックしていた人、もっとこういうものがあればと提案する人など、意識
の高い人もいたことがわかる。これらの証言は、ネット上で公開されている。
F.釜石市桜木町仮設団地自治会編 『「3.11のあなたj 「遥か未来のあなたへJ: 
桜木町仮設団地からの伝言：東日本大震災被災文集』2013年3月。
「遥か未来のあなたが、同じ過ちをしないことを切に願しい ・生かされた私
達が出来ること」として、文集による伝言 （教司｜）を残すことにした、と冒頭
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に記されている。桜木町仮設団地の被災者31名から寄せられた被災の体験と、
メッセージ・伝える言葉が掲載されている。「津波・・てんでんこ。とにかく高
台に」というメッセージが多いが、「寝るときは着類の整理（夜の津波を、 一番
に警戒して）Jなど具体的な貴重な教訓も多く残されている。被災体験で興味深
いのが、鵜住居（うのすまし、）小学校の子どもと母親の記録である。釜石市の
小中学校の防災教育で、は、片田敏孝 （群馬大学）が「てんでんこJの意味を、
家族の粋と結びつけて子どもたちに教えていたが、それが実際にどのように親
子に子どもに伝わり、命が救われているかを知ることのできる証言があった。
（証言NO.15）また、小中学生が走って避難する素早い行動を見て助かったと、
率先避難の重要性を証言する記述もある。（証言No.17) 
G.赤浜公民館（大槌町公民館赤浜分館） ・東京大学大学院工学系研究科都市デ
ザイン研究室『大槌町赤浜地区住民 3. 11大地震直後の彰L跡』赤浜公民館、
2013年3月。
岩手県大槌町は、町の半分が津波で浸水し、人口約 l万5千人のうち約 l害1J
が津波の犠牲となった。町役場も津波に襲われ、町長と 40名の町職員も亡くな
った。赤浜地区でも住民917名の l割にあたる 93名が犠牲となっている。大槌
町の同地区内に東京大学の海洋研究所があったことから、震災後、東京大学が
積極的に支援を行っていて、本誌も、赤浜公民館に東京大学大学院工学系の研
究室が協力する形で編集を行っている。
「大惨劇を風化させることなく、後世に伝えることが使命との思し、からJ、
赤浜公民館文化体育部が東京大学の教員に相談を持ち掛けたことから始まった
としづ。地震発生時の避難行動について、学生も協力して班を作り、 233名か
ら丁寧に聞き取りを行い、それらを文字化して、掲載している。また、記録写
真や被災時の地図のほか、 4月3日から 7月 10日までの「赤浜小学校避難所日
誌に」も掲載されている。
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本誌の特徴は、被災時に住民がどのように避難したかを、住民の4分の lに
あたる 233名の避難者のインタビューを通して極めて丁寧に描き出しているこ
とにある。避難を呼びかけた入、呼びかけられた人の記録が双方から出されて
おり、避難行動が重層的に描かれている。そして、それらの避難行動が、いく
つかの事例については、 地図に落とされ、示されている点も、他に類を見ない。
これは、東京大学都市デザイン研究室の研究者・学生の協力があって可能で、あ
ったとのことである。
H.階上地区大震災記録誌編集委員会編集・発行『気仙沼市階上地区東日本大
震災記録誌 服腐（ふく よう）の記～ふるさとの未来へ～』 2013年3月10
目。
津波による大きな被害を受けた気仙沼市の沿岸に位置し、犠牲者の多かった
階上（はしかみ）地区の震災の記録を階上公民館が中心となってまとめたもの
である。気仙沼市は、「死者 1040人、行方不明者243人のうち、階上地区では
死者208人、行方不明者88人で、犠牲者は地区人口の4.3%と、市平均の 1.7% 
の2.5倍J(3頁）にもなっている。杉之下集落では、指定されていた避難場所
に避難した人たちが想定外の波高の津波によって襲われ、多くが犠牲になると
いう悲劇が起きている。「服腐」とは中国の「四書jにある文言で、 「心にとど
めて忘れないこと」「心に刻み込む」としづ意味だと、編集委員長の近藤公人氏
が解説している。内容は、各単位自治会役員、体育振興会や民生児童委員協議
会などの各種団体役員、学校長、生徒会長、父母教師会役員、住職・神主など
の宗教関係者のほか、地域住民も寄稿している。これに加えて、被災関係デー
夕、過去の大地震の記録、 震災前 ・震災後の地域の写真が掲載されている。
犠牲者が多かった地区だけに、記録誌全体としては、多数の犠牲者を出した
ことに対する後悔の念、得られた教訓の提示、津波に流されながら九死に一生
を得た壮絶な体験が多く語られている。そのなかで、階上中学校生徒が、日ご
ろの防災学習・防災訓練を生かして避難者の誘導など避難所運営に主体的に参
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加していたことは注目される。
I.赤崎地区自主防災車蹄議連合会編『一赤崎地区－3.11の記憶～東日本大震災
から学ぶ～』 2013年 12月。（岩手県大船渡市）
岩手県大船渡市赤崎地区は、震災前から津波被害に備えた丁寧な防災訓練・
防災学習を行い、東日本大震災においては 10メートノレの津波で、多くの家屋が倒
壊するなどの甚大な被害を受けたにもかかわらず、犠牲者が極めて少なかった
ことで知られる。本誌は、まず、どのように地域住民が避難し、恐怖の一夜を
過ごしたのか、 300名ほどの避難者が集まった赤崎地区公民館で、の避難所運営
はどのように行われたのか、支援物資の受け入れや避難所での避難訓練などの
概要がまとめられている。そのうえで、赤崎地区内の9地域の状況について、
公民館役員の反省等も交えて記されている。これに加えて、地域の学校長らの
特別寄稿や体験談、震災後からの地区公民館の時系列表、記録写真が掲載され
ている。
特徴的な点、は、各地域の公民館（自治組織）を対象に震災前後の状況を把握
するために実施したアンケート調査結果と、地域住民を対象としたアンケート
結果が巻末に掲載されていることである。地域公民館を対象とした調査では、
地域ごとの震災前の防災活動の実態、被災直後の避難行動、今後の課題などが
設問ごとに表でまとめられており、地域によって防災意識に大きな差が見られ
ると総括されている。一方、地域住民アンケートは、小学生以上の赤崎地区住
民を対象とするもので、 1,296の回答を表に集計して、避難行動や情報入手経
路、教訓に関する自由記述などがまとめられている。詳細については、のちに
述べる。
J.赤浜公民館『受け継ぐ 大槌町赤浜地区 3.11東日本大震災後の軌跡』赤
浜公民館、 2014年7月。
2013年3月に発行された、上記の記録誌Gとセットで編集が行われた、写真
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を中心とした記録誌である。震災時は、赤浜公民館運営委員長を務めていた菊
地公男氏が、被災の記録を残すとしづ使命感でシャッターを押し続けて撮った
写真を中心に「目で見る記録」として位置づけられている。震災前の港や祭り
の様子の写真に始まり、津波の前兆、襲来する様子、避難者の行動、避難所の
様子、支援ボランティア、仮設住宅の様子まで、時間の経過を追って貴重な写
真が掲載されている。興味深いのは、その写真の聞に、「災害に対する心構え」
や「避難生活と地区内体制の確立Jなど、避難の実際とそれから得られた教
司｜や課題を図式化したり、表で示すなど、分かり易く示している点である。住
民の 1害ljが亡くなったという津波被害から、教訓や学びをしっかりと未来の世
代に伝えていきたいという強い意志を感じることができる内容となっている。
2.住民による記録誌の特徴
これら住民による記録誌の編集や内容は、地域性や被害状況の違いなども反
映していて、多様である。いずれの記録誌も、貴重な記録が記されているが、
共通する特徴や傾向が見られる。
まず、第一に、すべての記録誌が、津波による犠牲者を二度と出さないよう、
地域における被災の記録を残し、次世代に伝えようとするg齢、意志に賞かれた、
メッセージ性の強いものとなっている。生死を初復いながらも生還することが
できた人たちが、自らの避難行動や震災前の避難訓練に対する姿勢などを反省
して次世代に向けて語る言葉には説得力がある。そうした貴重な体験とメッセ
ージを記録していることから、これらの記録誌すべてが、未来世代にとっての
貴重な学習教材となっていると言える。
第二に、記録誌の編集者は、地域の防災組織やNPOなど多様であるが、地域
の記録誌については、公民館による編集あるいは公民館と関連団体・大学など
との共同で編集にあたっているものが多いのが特徴である。東北三陸沿岸部の
市町村では、公民館が自治組織と一体化しているところも多く、公民館が地域
活動・自治活動の拠点となっているが、そこでの日常的な文化・文芸活動、地
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域紙編集、写真撮影による地域の記録活動などが行われてきたことから、記録
誌の編集も可能で、あったと思われる。
大槌町赤浜地区では、記録誌に加えて写真を中心に「目で見る記録」を編集
しているが（前節の記録誌J）、そこに掲載されている写真は、震災時に同公民
館運営委言長を務めていた菊池公男氏によるもので、背景には公民館活動があ
った。震災前から地区の行事をすべてカメラに収めていた菊地氏は、「震災当日
も厳しい環境のなか、その使命感から、カメラを肩から離すことはなく」、シャ
ーターを押し続けたとし、う。
大船渡市立根（たっこん）地区公民館は、津波の浸水には遭わず、震災直後
から炊き出しなどの復旧後方支援にあたっていたが、震災前から取り組んで、い
た『気仙 ・立根村史』 （！） の編集を 2014年に完了している。810頁にも及ぶ旧村
史を一地域が編集するという驚くべき力は、編纂委員会の事務局が立根地区公
民館内におかれていた事実からも明らかなように、やはり公民館活動があった。
第三に、編集の形は変わっても、地域の記録誌では、もれなく地域の学校で
子どもたちがどのように避難したかが、校長・園長などにより記述されていた。
やはり、地域の子どもたちが津波からどのように避難し、多くの命が救われた
のかについての記述は、こうした記録誌のなかでは特別な位置を占めているよ
うに思われる。
以上のような特徴を有する記録誌であるが、 一方で、共通して語られていな
い部分があるように思われる。自身が如何に生死の境をさまよったかという当
事者の声はあるが、親族や友人をどのように失ったか、親族や友人を亡くした
思いなどについて語られているものは少ない。つらい思いをインタビューで語
ってくれた被災者に原稿をお原品、すると断られたという事例があったとのこと
であるが、辛すぎて文字にするには耐えられない経験や思いを抱えている人が
多いことは推測しなくてはならない。
また、災害前の地域での防災訓練のあり方や備えなとやについて、「防災訓練に
参加せず、防災意識も低かった」など個人が感想を述べるにとどまっていると
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ころが多いことにも留意する必要がある。被害が大きく犠牲者の多かった地域
では、震災前の防災訓練がどのように行われていたのか、地域のリーダたちに
よる自己検証などが必要となると思われるが、記録誌では検証の必要性につい
て言及するにとどまっている。
さらに、こうした記録誌が編集され、地域の記録が残されるのは、震災後も
存続する地域に限られていることを想起しなくてはならない。ほとんどの家屋
が全壊し、多くの犠牲者を出し、記録を編集する力さえ残らず、解散する地域
もある。死者の声、叫び、声なき声をどのように耳を傾けるかも考えなくては
ならない。興味深いのは、大船渡市末崎地区碁石五地区による試みである。大
きな被害を受けて解散した泊里地区を含む碁石玉地区は、独立行政法人国立文
化財機構・東京文化財研究所に協力して、『ごいし民俗誌岩手県大船渡市末崎
町碁石五地区』（2）を編集して地区の歴史を記録として残している。解散する地
域の歴史を残し、人々の声に耳を傾ける一つの取り組みと言えるであろう。
3.被災自治体や研究者による調査・研究
(1）被災自治体による調査報告
岩手県大槌町、陸前高田市、釜石市など犠牲者が多かった自治体での防災体
制に関する検証が行われており、地域における防災訓練がどのように展開され
ていたか、防災教育に関する教訓も示されている。
K.大槌町東日本大震災検証委員会『大槌町東日本大震災検証報告書（平成 25
年度版）』平成26年3月。
人口 l万5千人の約1割が犠牲となり、町長まで死亡した大槌町は、東日本
大震災における災害対策本部の対応や、地域住民・住民組織の情報収集や避難
行動の実態などを検証した報告書を作成した。その中で防災教育に関連しで注
目されるのは、防災教育や防災訓練が「形骸化」していたことが、大きな被害
に繋がったという指摘である。
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報告書はその原因を次のように指摘している（48頁）。
－防災教育の内容が、過去の災害事例の教訓、津波にシミュレーションなど
にもとづいていた。
・過去の災害経験、防潮堤等ハードへの過信、津波警報の空振り、県の津波
シミュレーション結果等に油断して、町民の危機感が不足していた（防災
訓練の参加者に切迫性が欠けていた）。
－人集めを重視し訓練内容が形骸化していた（町民への負担軽減に配慮、した、
毎年同様の訓練内容で、過酷な想定の訓練は想定できなかった）。
こう したことが原因で、町民の避難行動が遅れ、「犠牲者のうち、自宅で避
難しなかった、あるいは逃げ遅れて自宅付近にいた人が約7割に上る」結果を
生んでいる
L.陸前高田市『陸前高田市東日本大震災検証報告書』平成26年7月。
市指定の避難所で多くの市民とともに避難所運営等にかかわっていた多く
の市職員も犠牲となった陸前高田市は、2014年7月に震災の報告書を発表した。
津波による人的被害の特徴、要因の検証、被害対策本部の震災当日の検証など
を行ったうえで、「反省と教訓」と「検証を踏まえての今後の防災まちづくりJ
に向けての提言をまとめている。
報告書は、 市指定の避難所で多くの市民が犠牲となったことに対する市長の
お詫びの言葉から始まっており、二度とこのような被害を出さないための検証
を行うとしているが、検証は十分とは言えない。というのは、「生死を分けたの
は避難行動の有無で、あった可能性が見てとれるJと述べ、気仙小学校・中学校
の児童生徒か一人の犠牲者も出さなかった事例をあげているにもかかわらず、
アンケー ト結果をもとに「防災訓練等へ参加していたことが、『防災に関心があ
った』ことだと考えると、防災に対する関心のなかった人が津波に巻き込まれ
たり、死亡、 行方不明となりやすかった、といった傾向は読み取れなしリとい
う矛盾した分析を行っている。これに加えて、「見方を変えると浸水地域人口の
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90%助かっているj「つまり、 9劃以上の人は何らかの形で津波から逃れ、生き
残った可能性が高い。少なくとも『津波到達範囲にいた大半の人が逃げ遅れて
死亡・行方不明になった』としづ状況で、はなかったと推定される」と述べてい
るように、犠牲者率 10パーセントを過ノトに評価するような記述が見られる。
M.釜石市『釜石市東日本大震災検証報告書（案）』平成24年3月および『東日
本大震災市民アンケート調査結果』平成24年
明治三陸大津波で6477名もの犠牲者を出したにもかかわらず、東日本大震災
で1040名の犠牲者を出した釜石市は、「この度の津波襲来時の対応を真撃に受け
止め、反省すべきところは反省し、被害を軽減するための教訓を後生に伝えて
いく必要があります」という認識に立ち、震災直後から津波襲来時の行政の対
応、市民の避難行動をインタビューやアンケー ト調査を実施してまとめてきて
いる。上記二つは、震災後1年で早急にまとめられたものである。市民アンケー
トでは、「各世帯の地震・津波に対する備えは万全で、あったか」「震災前の各個
人の地震・津波に対する意識はどうでRあったかJなど、について、市内地区ごと
にクロス集計が行われており、貴重なデータとなっている。
また、 社会教育関係でも、以下のような調査研究が行われている。
N.岩手県立生涯学習推進センター『東日本大震災津波をふまえた公民館等の役
割と課題に関する調査研究（平成24年度岩手県生涯学習推進研究発表会
資料）』 （功。
同センターは、「地震や津波に対する震災前後の住民への対応等を調査・記
録し、東日本大震災津波で公民館等がどのような役割を果たしたのかを明らか
にするとともに、今回の教訓を踏まえ、これから公民館等が果たすべき役割や
課題を考察する」として、「東日本大震災津波をふまえた公民館等の役割と課題
に関する調査研究」をまとめている。
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2年間にわたって被災した公民館等の現地での丁寧な聞き取りと質問紙調査を
行ったもので、貴重な資料となっている。主に公民館の被災の状況、被災後に
避難所となった公民館の運営、復興期の公民館事業などについて記されている
が、大船渡市赤崎地区や釜石市の事例など、丁寧な防災訓練実施により犠牲者
少なかったという証言が記されている。
(2）研究者・学会による調査・研究
防災に取り組む大学、とりわけ東日本大震災の被災地である東北地方に位置
する大学おおひ研究者が、調査研究を積極的に行っており、多くの調査研究の
成果が公表されている。また、学会では、土木学会が学会誌に毎号掲載した「現
場の生の声」に各自治体などへの取材を加えて『東日本大震災～3.11あの日を
忘れないでほしい～』 （4）を発行している。それらのなかで、社会教育の防災教
育の展開にとって重要と思われるいくつかの研究成果について検討する。
宮城県名取市閑上（ゅりあげ）地区は、津波浸水地域人口（10,430人）で死者・
行方不明者（981人）の数を割った犠牲者率が 9.4%としづ甚大な被害があった
地区である（2012年 10月 11日現在）。そのため、震災直後からなぜそのよう
に被害が大きくなったかを明らかにしようという取り組みがあった。最初に注
目して、取材に基づき番組を作成し、『巨大津波 その時ひとはどう動いたか』
(5）にまとめたのはNHKで、あった。そのなかで、閑上地区では津波警報を伝える
べき防災無線が機能しなかったこと、そのために津波が来るまで自宅の片づけ
等を行っていて亡くなった方が多くいたこと、関上公民館から閑上中学校へ移
動する最中に津波に飲まれて亡くなった方が多くいたことなどが、丁寧な取材
と写真をもとに記されている。閑上公民館館長の証言もある。注目すべきは、
こうした甚大な被害があるなかで、海岸部に位置し、日ごろから職員が強し、危
機意識をもって避難訓練などを行っていた閑上保育所では、 l歳から 6歳まで
54名の子どもたちが全員無事に避難完了するとともに、そうした行動を見てい
た保護者も多数津波被害から救われたとし、う証言である。
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名取市にある尚綱学院大学の内田龍史は、 2011年 12月に 「名取市の震災復
興と地域活性化に関するアンケート調査」を実施して、分析している。名取市
内13地区のうち、壊滅的な被害を受けた関上地区は調査が不可能だという理由
で除外して、人口が多い 6地区を抽出して調査して、 517の回答を得ている。
そのなかで、防災訓練の参加率について、「まったく参加したことがなしリが
51. 5%、階層別に見ると 70歳代以上では31.5%であるのに対して、 30歳代以
下では82.2%と、若年層ではほとんど参加していないことを示している。（6）こ
のほかにも、村上ひとみが、地域安全学会や日本建築学会で、名取市における
アンケート調査をもとに避難行動の分析を行っている。（7)
片岡敏孝（群馬大学）は、自身が指導した釜石市立小・中学校での津波防災教
育の取り組みの詳細を明らかにしている。片田は、震災後、釜石の実践に関す
る著書・論文を出しているが （8）、「津波てんでんこ」の考え方、学校と地域の
連携による防災教育のあり方など、今後発災が予想される大震災への備えに参
考となる貴重な提言を示している。そのなかで興味深いのは、片岡の関心は、
子どもたちだけではなく、 地域住民全体の命を救うことにあると語っている点
である。当初は、地域住民を対象とした防災講演を繰り返し行っていたが同じ
顔触れにこれではいけないと気づき、子どもを通して防災意識を地域に広めて
いくことに取り組み始めたという （9）。
4.防災学習・ 訓練への参加率と犠牲者数の相関
(1）避難訓練への参加率
これらの記録集や調査・研究結果の分析を通じて明らかになってきているの
が、犠牲者の多かった地区や自治体では、住民の避難訓練への参加率が低く、
防災意識が必ずしも高くなかったという点である。一方、防災訓練への参加率
が高く、津波被害に対する住民の備えができていた地域や小中学校の教育機関
などでは津波による犠牲者が少なかった。
従来の防災訓練や防災学習は、災害に備えた防災訓練・防災学習を丁寧に行
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うことにより、犠牲者数を抑えることができるであろうとしづ仮説にもとづい
て実施されてきた。多くの犠牲者を出した東日本大震災を実際に経験してまと
められた、これらの記録集や調査 ・研究結果は、この仮説の正しさを実証して
し、る。
筆者は、被災直後から防災訓練・防災学習への参加率と犠牲者数の相関につ
いで注目し、地域においては宮城県名取市関上（ゅりあげ）地区と岩手県大船
渡市赤崎地区（生形（おし、かた） 地域）、学校では宮城県石巻市立大）11小学校と
岩手県釜石市立小中学校の被害状況と防災訓練・防災学習のあり様を見てきた。
名取市関上地区での震災前の避難訓練の参加率に関するデータは見当たらない。
前掲の内田龍史の調査（注 6）は、調査不能な閑上地区を除いたデータである
が、若年層で82.2%が防災訓練にまったく参加したことがないことを示してい
る。また、 N阻 スペシャル取材班の取材は、市指定の避難所になっていた閑上
公民館において、「正確な情報収集ができていなしリ、「拡声器がなし、」、「防災組
織がなし、」など、防災対策がほとんどなされていなかったことをうかがわせる。
一方、地域での犠牲者が多いところでも、教職員の適切な判断で地域の小中
学生の多くの命が救われていることが明らかになった。これは、日ごろからの
防災訓練の結果であり、地域においても学校同様の取り組みや学校と連携した
取り組みが行われていれば、犠牲者は少なかったはずである。
(2）防災教育・防災訓練の形骸化
記録誌では、日ごろからの防災教育 ・防災訓練をしっかりと行っていればよ
かったという反省や後悔の念を綴る人が少なからずいた。また、地域の自治会
の役員などもこの点に触れている。震災当時、大槌町赤浜地区公民館運営委員
長を務めていた菊池公男氏は次のように述べている。
「避難訓練も二割りや三割しか参加していなかった。役員や本当に心配してく
れる人ぐらい。あとはそうはいってもここには津波は来ないよと思っていた。
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毎年毎年のことだし。そういう点も反省材料になると思う。一年前のときも、
大きい津波が来ると言っていたが大したことがなかったのであまり住民の意識
は変わらなかった。三メートルと言われでもーO分の一ぐらいだと思ってしま
ったり、緊迫感は正直無かった。半ば形式・業務というような感じ。J(10) 
このような防災訓練・防災教育の形骸化は、大槌町が地域住民・住民組織の
情報収集や避難行動の実態などを検証した報告書でも、指摘されている。
陸前高田市においても、防災訓練は実施されていたが、市指定の避難所であ
った市文化会館、体育館に避難した人の多くが津波に飲まれて亡くなった。こ
れは、県が想定した津波浸水マップにもとづいて、防災訓練を行い、今回のよ
うな大津波を想定することができなかったことに原因があると指摘されている。
このように防災教育・防災訓練が形骸化していた地域や自治体があるなかで、
行政に依存せずに自治的に地域防災を進め、丁寧な防災活動が日頃から行われ、
住民の防災学習・防災教育が実質的に進められ、多くの住民の命が救われたと
ころもある。大船渡市赤崎地区が一つの事例である。詳細は後述する。また、
大船渡市吉浜地区のように、明治三陸大津波の被災の経験から、すでに地区全
体の高台移転を済ませ、今回の震災ではほとんど、人的被害が出なかったところ
もある。
(3）学校における防災訓練
石巻市立大）｜｜小学校では多くの子どもたちが犠牲になったが、被災地域のほ
とんどの小中学校で、は、想定外の大津波の襲来にもかかわらず、在校の児童・
生徒は避難することができた。児童生徒の避難が完了し、一人も犠牲者を出さ
なかった小中学校などの記録は、記録集に掲載され、保護者や地域住民からの
感謝の言葉が寄せられている。
釜石市においては、片岡敏孝の津波防災教育の成果で、 3000名近し、小中学校
の児童・生徒が日頃の訓練を生かした主体的な判断で全員避難し、「釜石の奇跡J
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と呼ばれるに至っているが、各地区の記録を見ると、「奇跡」は釜石だけではな
し、。
また、記録集や著書に掲載されている小中学校などの教育機関の避難行動の
記録によると、各学校で日常的に避難訓練を行い、万全の体制を整え、教職員
もまた極めて危機意識が高かったことがわかる。
5.岩手県大船渡市赤崎地区公民館の実践
(1）大船渡市赤崎地区の被害の概要
こうした地域の実践で注目されるのは、岩手県大船渡市赤崎地区公民館の実
践である。岩手県南部の気仙地方に位置する人口約4万の大船渡市は、今回の
平成三陸大津波で大きな被害を受けた。太平洋に面する碁石地区や綾里（りょ
うり）地区、越喜来（おきらし、）地区は、津波の遡上高（津波が陸を駆け上が
った実際の到達点）が最高 30メートルとしづ大津波に襲われ、大船渡湾の奥深
くに広がった市街地も 10メートルの津波に襲われた。港湾地区では、商店街、
魚市場、水産加工場、 木材工場などが全壊し、港に面した住宅地も津波浸水予
想域を準かに超えた高さの住宅まで被災した。2014年 9月 30日現在で大船渡
市の被害状況は、死亡者340名、行方不明者79名、被災世帯5,566世帯（全壊
2,789、大規模半壊431、半壊717、一部損壊1,629）となっている。
大船渡市赤崎地区は、大船渡湾内にあり、港湾の商業地区・市街地が広がる
市の中心部の大船渡地区とは湾を挟んで対岸に位置する。大船渡地区から市の
中心部を流れる盛（さかり）川に架かる橋を通って対岸に渡り、太平洋セメン
卜の高い煙突と工場群を越えると湾に面して船修理のドッグが自に付く赤崎地
区が広がる。大船渡湾に面して南北に細長く赤崎町内の9つの地域（字）から
なる地区である。
この赤崎地区も、 10メートルの津波が襲い、湾に面した津波浸水予想、域にあ
った住宅街や赤崎小学校・中学校を呑み込み、さらには後ノ入（のちのいり）
川沿いに約 1キロ上流まで、糊った。この赤崎地区では、 1,404世帯のうち 581
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世帯が被災し、 45名が犠牲になっている。赤崎地区内で最も被害が大きかった
生形（おいかた）地域では、114世帯のうち 113世帯が全壊し、 9名が犠牲にな
っている （ll）。
大船渡市赤｜崎地区では、このような大きな被害にかかわらず、犠牲者が少な
く、避難運営もスムーズに行われた。この背景には、赤崎地区公民館を中心と
した日ごろの防災活動（学習活動）や丁寧な防災訓練があったことが知られて
いる。とりわけ、赤崎地区の9地域の一つで、地区の中心に位置する生形（お
し、かた）地域では、震災直前の 2月9日の津波警報発令時には、避難率 100%
を達成している。
(2）記録誌『一赤崎地区一3.11の記憶～東日本大震災から学ぶ～』
以上のように、赤崎地区の実践は全国的にも知られるが、 2013年 12月に、
赤崎地区自主防災組織連合会編の地域の記録誌『一赤崎地区－3.11の記憶～東
日本大震災から学ぶ～』が発行された。
記録誌の構成は以下の通りである。
発刊にあたって／記録写真（カラー）／地区本部・地区公民館の活動状況等
／各地域の状況／特別寄稿／体験談／地域公民館アンケート結果／赤崎地区住
民アンケート結果／震災からの学び／資料／編集後記
記録誌の冒頭には、赤l崎地区自主防災組織連合会の隊長で赤崎地区公民館現
館長の金野律夫氏と編集委員長で公民館前館長の吉田忠雄氏のあいさつ文に続
き、津波が赤崎地区を襲う写真、廃嘘と化した赤崎地区、震災後の地区航空写
真、震災前後の写真、避難所での活動、支援活動、仮設住宅での交流、その後
イベントの写真が記録として掲載されている。
「地区本部・地区公民館の活動状況等jでは、地震発生から避難所の解散ま
での地区公民館の活動が以下のように時系列にまとめられている。詳細なメモ
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にもとづく記録で、さまざまな困難をどのように工夫して、力を合わせて乗り
切ったか、また避難所の日常、避難所の避難訓練など、極めて貴重な記録とな
っている。
構成赤崎地区の地勢／巨大地震発生／大津波警報発令／津波の恐怖／さら
なる避難／津波が去って・ －／夜に向けて／長い夜／翌日、避難所運営（3月
12日）／安否情報を求めて／復旧への槌音／二度目の夜／県道の復旧（3月13
日）／全国へのメッセージ（3月 14日）／捜索活動／米軍へリ飛来／医療チー
ム（3月 15日）／情報提供・連絡調整（3月 15日以降）／寄せられる支援／入
浴支援／衣類等の配布会／仮設住宅建設に向けて／避難訓練／消防団や自衛隊
等の活動／避難所（漁民センター）の日常／初夏を迎えて／結びに。
「各地域の状況jでは、中井、沢田、佐野、宿、後ノ入、大洞、生形、山口、
永浜の9地域の被害状況、避難行動、公民館対応、教訓などが記されているが、
注目されるのは、赤崎地区内でも防災への取り組みに地域差があり、山手に位
置していて津波が到達しないと考えられていた地域では避難訓練を実施してい
なかった点である。一方、生形地域では、地域全体で高い防災意識を持つに至
った地域の取り組みの詳細を描いている。
保育園や小中学校などの避難状況について、また支援者の声も寄稿されてい
る。保育園で、は避難訓練が活かされて園児全員が無事で、あったこと、小学校で、
は、「地震発生から避難完了まで 10分以内を目標に訓練を積んできており、こ
の日も訓練どおりに避難することができ」たこと、中学校では生徒たちが迅速
に訓練どおり「各自で避難場所をめざし」たことが記されている。被災直後か
ら同地区に支援に入っている神戸大学の松岡広路は、「赤崎地区公民館に、公民
館活動の原点を見た」と記している。
22名の体験談には、地域の紳の重要性や紳がさらに深まったことへの感動や、
避難訓練への感謝が記されている。「長年の地域の避難訓練と自主防災が、防災
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意識を高め、迷う事なく、いち早く避難する気持ちになれたおかげです。」「自
主防災をつくってよかった、そして訓練を重ねてよかった」と地域で取り組ま
れてきた防災訓練などを評価している。当時、赤崎中学校3年生の佐々木康雄
くんの寄稿「地域の紳」は、「平成23年わたしの主張気仙地区大会」で優秀賞
を獲得したものである。地域に残った3軒で 100名が暮らす中で誰ひとり不満
をもらさず助け合う姿に 「地域の紳」を実感し、「地域の方々が僕を育ててきた
ように、今度は僕たちが地域の支えになったり、よりよい地域を作っていく使
命があることを今回感じたJと記している。
地域公民館および地区住民を対象としたアンケート結果が、記録誌末尾に掲
載されている。「震災前後における各地域公民館の状況を把握し、これまでの取
り組みを深く反省するとともに、今後の震災に備えるための一助とするためにJ、
9つある地域公民館対象に実施したアンケート調査の調査結果は、避難訓練の
実施状況、非常時に備えた備品など、地域によって大きく異なることも明らか
となる貴重な資料となっている。各質問項目ごとに地域対応を一覧表にしたも
ので、積極的に取り組んでいた地域、そうでなかった地域がはっきりとわかる
内容となっている。改善のためには、事実を事実として伝える、共有するとい
う姿勢があるように思われる。
平成 25年の 3月から 4月にかけて小学生以上の赤崎地区住民を対象に実施
したアンケー 卜調査の結果は、 1,296の回答（回収率37.7免）を得ていて、地震
後や津波の襲来時の避難行動、避難訓練が役立ったかどうか、避難生活で、困っ
たこと、今回の震災の教訓などがまとめられ、考察が行われている。車の使用、
情報通信手段の確保など課題を確認している。
「震災からの学び」は、記録誌のまとめとして、想定外の災害が起こり得る
こと、防災訓練などの取り組みに効果があり引き続き風化させないように取り
組むこと、より早くより高いところへの避難をすること、避難所運営のための
適切な備蓄に努めること、人を助け、助けられること（地域の紳）の大切さを
学んだ、と記している。
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巻末には、人的被害の状況、建物被害の状況、浸水区域（大船渡市津波ハザ
ードマップより）、東日本大震災における地区公民館時系列表（主要事項等）、
赤｜崎地区災害対策組織一覧が、 資料として示されている。
(3）防災教育の視点からの分析
『一赤崎地区一3.11の記憶～東日本大震災から学ぶ～』に記されて地域の記
録や証言、また、赤崎地区公民館前館長の吉田忠雄氏へのインタビュー（2014
年8月21日）に基づき、赤崎地区公民館での防災訓練のあり方に重点を置いて、
防災教育の視点から分析する。
① 防災訓練への参加
赤崎地区内で、 震災前から丁寧な防災訓練を行い、 地域住民の高い参加率を
実現してきたのは生形地域である。実際に東日本大震災時にいて、 114戸のう
ち113戸が全壊したにもかかわらず、犠牲者は9名と少なかった。
生形地域での避難訓練の参加率は、統計を取り始めた平成8年（1996年）に
は52.5%と決して高くはなかった。1995年の阪神淡路大震災を契機として自主
防災組織が立ち上がり、役員の取り組みが徐々に効果を上げて、ほぼ全世帯が
参加するようになっている。 これを実現した要因の一つは、「正確なデータをと
るとしづ数字の管理にあったJと吉田氏は言う。防災訓練では、 地域を 13に分
けた班ごとに参加者数を本部に報告するとし、う形態をとっていたとのことで、
各班が参加率を競うような雰囲気があったという。また、全体としても、新任
の地域公民館長は前任よりも参加率を’高めようと努力したと証言している。
一方、大船渡市では、津波注意報が発令された場合、避難勧告を発すること
となっており、年に l回程度は訓練以外に実際に避難することがあったという。
2010年 2月 28日のチリ地震による津波警報が発令された際には、翌日未明ま
で、津波警報が解除されなかったために、赤崎地区公民館で80世帯が夜を明かし
たとしづ。訓練ではなく、こうした実際の避難の経験も参加率向上につながっ
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ていると思われる。
② 防災訓練 ・学習の工夫
赤崎地区、とりわけ生形地域では、防災訓練への参加率が高かったことに加
えて、防災訓練で、の訓練内容や学習について、工夫を凝らして丁寧に行われて
いたことが明らかとなっている。生形地域では、毎年、市の防災訓練に合わせ
て、本部設置訓練（テント設営、備品準備等）、避難誘導訓練（高台避難場所へ
の誘導、整列等）、避難声かけ訓練（要援護者世帯への声かけ）、避難人数確認
訓練、情報伝達訓練、炊き出し訓練、防災ザック中身の点検指導、バケツリレ
訓ー練なとやを行っている。
バケツリレー訓練については、役員も参加者も被災時に直接、役立つという
確信を持っていたわけではないが、実際に被災した際に役立つたという。支援
物資を届けに来た米軍が降り立っと、役員が指示するまでもなく、列ができて
リレーで物資を運搬していたのを見て、バケツリレーが役立ったと吉田氏は振
り返っている。
「緊急時要援護者マップj にもとづくを訓練も、たいへん意義があったと吉
田氏は振り返る。高齢者や寝たきり、歩行困難者世帯を地図上に示し、災害が
発生した際には、街路区域ごとに避難を支援する枠組みが作られていた。こう
した「緊急時要援護者マップ」にもとづく避難訓練や実際の避難の積み重ねの
結果、 2011年の3月 11日、公民館が把握していなかった一人の寝たきりの高
齢者を除いて、すべての要援護者は避難することができた。
東日本大震災で多くの犠牲者を出した自治体や地区では、防災訓練・防災教
育が形骸化していたのではなし、かという指摘があった。防災訓練の内容を常に
検討し、改善に努めていた大船渡市赤崎地区の事例は、今後の防災訓練のあり
方に貴重な示唆を与える。
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③ 学校と地域の連携
赤崎保育園、赤崎小学校、赤崎中学校の子どもたちは、日ごろの防災訓練の
成果を発揮して、教職員ともに全員が無事避難している。これは、他の被災自
治体の多くの教育機関と同様であるが、赤｜崎地区では防災への取り組みが、学
校内だけではなく、地域と学校が連携して、また地域単独でも児童・生徒を対
象に行われているのが特徴である。
児童の通学時の被災を想定して、小学校の防災訓練に、通学途中の児童を避
難所へ誘導する役を務める地域の人との「顔合わせ会」を実施している。また、
5月には、児童の通学時間帯の避難訓練を地域の公民館役員などと共同で実施
している。子どもたちは、通学途中で被災した場合にどこへ逃げればよし、かを
地域住民と確認する。さらには、すべての地域公民館ではないが公民館主催で
毎年夏休みに、地域の高齢者の津波体験の話を聞くなどの勉強会を、地域の小
中学生を集めて行っている。
6.結一社会教育における防災教育の展開の必要性
従来、防災訓練は、災害から身を守るために重要であるとし、う認識のもとに、
地震や津波などの自然災害に向けた避難訓練や防災教育が実施されてきた。東
日本大震災後、被災自治体や地域で編集されつつある被災記録誌や各種研究調
査の結果は、こうした認識が正しいものであることを証明していると言える。
報告者は、石巻市の大）1小学校の悲劇と「釜石の奇跡」、宮城県名取市関上地区
と大船渡市赤崎地区の犠牲者数の大きな差に注目して、防災訓練 ・防災教育の
重要性を改めて認識する必要があるのではなし、かと考えてきたが、これも間違
いで、なかったことが証明されつつある。
石巻市立大川小学校のような悲劇が起きたとはいえ、被災地のほとんどの学
校や保育施設では、教職員の適切な判断や児童 ・生徒自身の主体的な判断によ
り、日ごろの防災訓練の成果が発揮され、犠牲者は極めて少なかった。
一方、地域においては、防災訓練や防災教育、防災学習が十分に展開されず、
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多くの犠牲者を出してしまったところがあった。社会教育の現場で、地域住民
を対象とした防災教育は十分に展開されてこなかった。
南海トラフ地震や首都直下型地震が発生することが想定されているが、今改
めて、社会教育における防災教育の重要性を確認し、住民の防災意識が高まり、
住民ひとり一人が自らの命を守る主体であることを自覚でき、行動できるよう
な防災教育・防災学習を地域で展開することが求められる。
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